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1 第 2 回，第 3 回検討会における発言 
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kodomo_mushouka/index.html（2018年 9 月13日確認）











































5 藤澤宏樹（2010）「就学援助制度成立過程の一断面」『大阪経大論集』第61巻第 3 号，131-158．

























































































童 1 人につき 2 回以上は実施」し，適当な副食物を確保して提供すること，町村部の国
民学校においては，「 1 週間に 1 回以上給食を実施する学校に対し，其の希望に徴して極
力魚粉等を特別配給に努める」こととされた。これにより，1946年12月23日にGHQ関与
のもとに「戦後初」の学校給食が提供され，翌年 1 月からは全国389校（小学生約 7 . 6
万人）に提供されることとなった。その後，さらなる供給物資の確保が行われ，都市部

























応がなされていたということである。旧生活保護法は，1946年 9 月 7 日成立，同年10月
1 日施行されているが，同法が成立する以前から「学校給食実施に伴ふ生活要援護の家











コ講和条約の締結を控えたガリオア（GARIOA：Government Appropriation for Relief in 













































17 川越・鈴木：（2014）前掲 3 ，134-135．
18 藤澤：前掲 5 ，142-444．なお，準要保護児童・生徒に対する給食費の補助規定は，1956年の学
校給食法の改正により追加されている。
19 中村鎮（1955）「学校給食法の概要」『文部時報』933号，9-10．




























21 「第16回国会衆議院文部委員会議事録第23号」（1953年 8 月 5 日）17項における近藤直人（文部
事務官）の発言。




いた（「第18回国会参議院厚生委員会議事録第 2 号」（1953年12月 4 日）第 3 項における太宰博
邦（厚生省児童局長）の発言）。
24 「第16回国会衆議院文部委員会議事録第23号」（1953年 8 月 5 日）16項における太宰博邦（厚生
省児童局長）の発言。


































































る保育所給食の実施範囲の拡張について」（1950年 4 月 3 日，児U第60号）によってさら
に拡大していくことになる。同通知では，「都道府県はユニセフミルク及び政府配給物資
29 厚生省児童局編（1950）『保育所運営要領』，15-16．





























幼児 脱脂粉乳 25 90 8.6 39
味噌 10 15.8 1.2 30.4
醤油 ５ 20 0.25 11.8
砂糖 ２ 7.8 - 11.5
油 1.5 13.5 - 18.5
野菜 29 19.5 0.6 42.9




計 102.5 175.8 16.45 ３円 82.5 端数整理
３円80銭
乳児 牛乳 180 100 5.6 10
調製粉乳 30 135 5.6 14.31



































―」中央社会福祉協議会『社会事業』第35巻第 4 号， 5 ．
35 淺岡金治（1952）「保育所論の出発」日本少年教護協会『児童』第 8 号，32-33．
36 高田正巳（1951）『児童福祉法の解説と運用』時事通信社，257-259．厚生省（1952）『児童福祉
行政資料』中央社会福祉協議会，11．





























　新たな保育単価は，地域区分（ 3 区分），保育所長の設置の有無（ 2 区分），定員区分
（ 5 区分）によって30区分とされた。このときに，措置費中の給食費についても，「措置
児童の給食に要する材料費及びこの給食に伴う燃料費（三歳未満の児童については主食




























40 「児童福祉法による保育所措置費の国庫負担制度の改正について」（1958年 6 月 7 日，発児第63
号）
41 「児童福祉法による保育所措置費の国庫負担制度の改正並びにこれに伴う行政指導の方針につ










16  井原　哲人 
後，保育所給食の開始を見るにいたったものの，サンフランシスコ講和条約の締結に向
けてガリオア資金が中止になるなど，給食の存続が危ぶまれた時期を，学校関係者らの
運動によって学校給食法の制定まで進めていった。しかし，法制化をめぐって，文部省
と厚生省のセクショナリズムの問題から分断され，それが幼稚園と保育所の給食体制の
あり方に大きな影響を与えた。さらに，保育所の拡大を求める運動と保育所行政の合理
化を目指す政府の動きの中で，今日の公定価格の前身となる保育所措置費制度が築き上
げられた。
　ここで，保育所措置費の国庫負担制度の意義と課題を確認しておきたい。そもそも，
保育所措置費は，児童福祉施設最低基準に基く運営を確保するものであり，その最低基
準は憲法第25条の「健康で文化的な最低限度の生活」と「同一の思想」を持つものであ
る44。そのため，従来の限度額方式から保育単価方式への変更は45，生存権の要請に適うも
のである。しかし，その額の設定について黒木利克が，「たとえば鹿児島と東京では現員
現給で職員の処遇もうんと違うわけですね。あまりにも格差が多過ぎる。そこで低いと
ころをあげなくちゃならぬというので，実は高いところと低いところの平均的なところ
をとって，それを保育単価制の基礎にした」と述べるように46，理論的に算定されたもの
ではなく増分主義的に積算されたものである。改めて，生存権を基礎とした保育単価の
積算が求められる。加えて，現行の児童福祉施設の設備及び運営に関する基準において
も調理室の設置を求めていることから，保育所給食の外部委託や外部搬入について見直
す必要があろう。
　これらをふまえ，最後に，幼児教育無償化に伴う給食費等を「無償化の対象から除く
ことを原則」とする提起に対する改善提案を試みる。まず，給食の意義を再確認するこ
とが必要である。学校においても保育所においても，給食は教育・保育の重要な構成要
素としてみなされていた。給食を軽視することは，それぞれの実践を貧困にさせる。給
食費が有償となったのは，主には予算や食糧供給の制約を受けたものである。また，学
校給食法制定当時の議論では，予算を確保し，幼稚園を含めて学校給食の拡大を期待し
ていた。その上で，教科書無償化のように，予算を確保して給食費を無償化とすること
44 高田：前掲36，310．
45 従来，措置費の範囲は「費用の最高限度を示した」ものであり，「只漫然とこの額によって実
施することなく」，「実際に必要とする額を厳密に調査検討して限度の範囲内」において，「真
に必要にして適正な額を支出するよう厳に注意」されていた（1948年 5 月29日「児童福祉法に
よる措置費等のため支出する費用の程度に関する件」（児発第257号）。同通知は，1948年12月
29日「児童福祉施設最低基準施行に伴う費用の限度に関する件」（発児第64号）により廃止さ
れているが，なお「費用の限度」とされている。それに続き，1950年 2 月16日「児童福祉法に
よる措置等のため支出する費用の限度に関する件」（発児第23号）においても同様に「費用の
限度」とされる（なお1948年12月の通知は本通知により廃止されている）。
46 黒木利克（1962）「保育所の諸問題について」厚生省児童局母子福祉課編『保育所運営管理講
義』日本児童福祉協会，18．
17保育所における「主食費」規定からみる公定価格の課題
は不可能ではない。また，保育の公定価格は保育にかかる費用を対象としているもので
あり， 3 歳以上児の主食費を含めて公定価格の対象とするのが筋である。その上で，利
用者負担において無償化措置を図ることも可能である。冒頭に述べた，幼稚園と保育所
等の競争条件としてのイコールフッティングではなく，教育基本法および児童福祉法等
の理念にもとづいて乳幼児の成長・発達のための環境を検討することが求められてい
る。
　なお，本稿脱稿後に出版された藤原辰史『給食の歴史』（2018，岩波書店）は，戦前か
ら今日までの学校給食の歴史を政治史，経済史，農業史，災害史，科学史，社会史，教
育史，運動史など「さまざまな歴史分野の統合によって初めて全体像」を明らかにした
ものである。そのなかで，「世界給食史の基本路線」は，「政治的にみても，政治や経済
の危機によって真っ先に栄養不足・栄養失調の危機にさらされる子どもへの援助とし
て，給食の価値が認められていること，貧困家庭の子どもにできるだけスティグマを与
えぬように工夫してきたこと，新自由主義的政策が給食への国庫支出を渋り，民間委託
が進むが，結局，それ自身がもたらす貧困に給食の意義が増し，給食への国庫支出と質
の改善がなされること」であると述べている。本稿で検討してきた内容も，藤原の論及
と概ね同一のものであった。ただし，保育所給食への言及はなく，本稿の独自性は維持
されているものと思われる。なお，戦前から戦後にかけて，あるいは学校給食と保育所
給食との関連を明らかにすることは今後の課題である。

